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Ⅰ
 支援 費 制度の推進等について 

( ュ ) 1 7 年度における 支援 費 予算について 

① 居宅生活支援 費は ついて 

ア 平成 1 7 年度予算 ( 案 ) について 

居宅生活支援 費は ついては、 1 7 年度予算 ( 案 ) において、 9 3, 0 0 9 百万 

円 ( うち、 1 8 年 1 月からの義務的経費 分 1 6, 1 1 2 百万円 ) を計上しており   

1 6 年度当初予算に 対して、 3 2, 822 百万円の増額を 図ったところであ る。 

これらの予算については、 今後の利用者増への 対応及びこれに 必要な安定的な 

財源の確保を 図るため、 以下のような 平成 1 7 年度当初から 実施予定の運用上の 

工夫及び 1 8 年 1 月以降実施予定の 制度改正などを 含む、 障害者施策全般の 見 直 

しを図ることを 前提としたものであ る。 

7)  1 7 年 4 月実施予定の 運用上の工夫について 

，ホームヘルプサービスの 身体介護及び 身体介護を伴 う 移動介護における 1 時間 

3 0 分を超える利用時における 加算単価の見直し 

・ホームヘルプサービスを t 日に複数回算定する 場合にあ っては、 算定する時間 

の 間隔を概ね 2 時間以上空けること 

・行動援護の 新設 

・グループホームにおいて、 入居者全員を 定例的に毎週土・ 日曜日に帰省させる 

など運営されていない 曜日があ る場合に対する 対応 ( 詳細については、 別途 通 

知 予定 ) 

ィ )  1 8 年 1 月実施予定の 制度改革に伴う 見直しについて 

・サービス 量と 所得に着目した 利用者負担の 導入 

，居宅生活者との 負担のバランスを 踏まえた、 デイサービスやショートステイの 

食費負担の自己負担化 

， 国の支弁の義務的経費化 

なお、 具体的な内容や 実施方法等については、 早期に随時お 示ししていくこと 

としているので、 ご 了知 方 お願いしたい。 

上記のほか、 後述している「その 他の留意事項」など、 居宅支援サービスの 事 

業 運営及びサービス 内容の適正化など 必要な見直しや 疑義解釈等について、 引き 

続き行 う こととしているので、 併せて周知 方 よろしくお願いしたい。 
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